
「ビジネス人材育成特区」変更申請新旧対照表 

新 旧 

構造改革特別区域計画 

１～３（略） 

４ 構造改革特別区域の特性 

  大阪市には、企業の中枢機能、研究開発機能等が集積しており、こ

れまで我が国の商品開発センターとして多くの新商品・サービスや企

業を生み出すことにより、我が国の経済発展をリードしてきた。 

そして現在、産業面では、大阪市域周辺も含めると、ものづくり産

業や家電・製薬などの大手企業の集積がある。 

さらに、大阪大、大阪市立大といった総合大学に加え、株式会社国

際通信基礎技術研究所（ＡＴＲ）のような最先端の情報通信分野の研

究機関も存在する。 

これらに加え、大阪市内には、都心部だけで３０００社を超えるソ

フト系ＩＴ企業が集積している。 

  他方、大阪市においても、重点産業分野と位置付けている IT に関

しては、ソフト産業プラザで IT ベンチャーの育成に努めるほか、扇

町インキュベーションプラザでも、デジタルコンテンツ・ビジネスの

育成を図っている。 

加えて、平成 15 年４月には、国の「IT ビジネスモデル地区」とし

て指定を受け、今後ユビキタスネットワークの活用方策を検討してい

くこととしている。 

また、道修町に立地する製薬企業や健康産業関連企業の集積に市立

大学医学部の健康・予防医療に関する研究機能と市立環境科学研究所

の検査・研究ノウハウをつなぐことにより、少子高齢時代のニーズに

対応した健康・予防医療の研究・開発を促進している。 

また、大阪市はスポーツを市民共有の文化としてとらえるととも

に、国際的なオリンピック・ムーブメントに参加し、スポーツの楽し

さがあふれるスポーツパラダイス大阪の実現をめざしてきたところ

であり、2007 年(平成 19 年)８月に大阪市で開催予定の第 11 回 IAAF

世界陸上競技選手権大阪大会をはじめとする国際競技大会やプロス

ポーツなど高度で魅力的なスポーツにふれられる機会を増やすとと

もに、地域コミュニティの活性化やスポーツを通じた青少年の健全育

成を図り、スポーツ指導者の育成、資質向上等に取り組んでいる。 

  （略） 

 

構造改革特別区域計画 

１～３（略） 

４ 構造改革特別区域の特性 

  大阪市には、企業の中枢機能、研究開発機能等が集積しており、こ

れまで我が国の商品開発センターとして多くの新商品・サービスや企

業を生み出すことにより、我が国の経済発展をリードしてきた。 

そして現在、産業面では、大阪市域周辺も含めると、ものづくり産

業や家電・製薬などの大手企業の集積がある。 

さらに、大阪大、大阪市立大といった総合大学に加え、株式会社国

際通信基礎技術研究所（ＡＴＲ）のような最先端の情報通信分野の研

究機関も存在する。 

これらに加え、大阪市内には、都心部だけで３０００社を超えるソ

フト系ＩＴ企業が集積している。 

  他方、大阪市においても、重点産業分野と位置付けている IT に関

しては、ソフト産業プラザで IT ベンチャーの育成に努めるほか、扇

町インキュベーションプラザでも、デジタルコンテンツ・ビジネスの

育成を図っている。 

加えて、平成 15 年４月には、国の「IT ビジネスモデル地区」とし

て指定を受け、今後ユビキタスネットワークの活用方策を検討してい

くこととしている。 

また、道修町に立地する製薬企業や健康産業関連企業の集積に市立

大学医学部の健康・予防医療に関する研究機能と市立環境科学研究所

の検査・研究ノウハウをつなぐことにより、少子高齢時代のニーズに

対応した健康・予防医療の研究・開発を促進している。 

  （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



５ 構造改革特別区域計画の意義 

   （略） 
同学園は、昭和 48 年の開設以来、本市で 30 年以上にわたって東

洋医学における優れた医療人を輩出しており、新設を予定している大

学の経営にあたってもこれまで蓄積してきたノウハウを活かすこと

で、医学・医療に関する幅広い知識を有し、かつ人間性への深い洞察

力を備えた、高度で質の高い医療人材の育成が期待される。こうした

高度な専門医療人材は、医療現場に限らず、スポーツや介護、美容業

界などに進出しており、広範囲な健康・予防医療産業の発展への貢献

が期待される。 
 
  第六に、学校法人タイケン学園による体育系専門学校を設置するこ

とにより、高度なスポーツ指導者を育成する。 
  高齢化や自由時間の増大が進む中で、一人ひとりが生涯を通じて健

康に暮らし、人生を豊かなものとするために、スポーツの重要性が高

まっている。 
大阪市では、スポーツを市民共有の文化としてとらえるとともに、

国際的なオリンピック・ムーブメントに参加し、スポーツの楽しさが

あふれるスポーツパラダイス大阪の実現をめざしてきたところであ

り、市民だれもが継続的にスポーツ活動を行えるように、総合型地域

スポーツクラブの拡大や、身近なスポーツ施設を生かした市民スポー

ツの振興などに取り組むとともに、プロスポーツやフィットネスクラ

ブをはじめとする民間による健康・スポーツビジネスの健全な発展を

支えるため、プロやオリンピックレベルの高度なスポーツ指導者の育

成を推進し、市民のスポーツを「する・見る・支える」活動を促進し

ている。 
また、2007年(平成 19年)８月に大阪市で開催予定の第 11回 IAAF

世界陸上競技選手権大阪大会をはじめとする国際競技大会やプロス

ポーツなど高度で魅力的なスポーツにふれられる機会を増やすとと

もに、地域コミュニティの活性化やスポーツを通じた青少年の健全育

成を図り、スポーツ指導者の育成、資質向上等に取り組んでいる。 
学校法人タイケン学園が運営する「日本ウェルネススポーツ専門学

校」は専門学校初のオリンピック選手を輩出するなど、各種スポーツ

競技において他の追随を許さない特筆すべき成果を上げており、同学

園の進出により、本市が求める高度なスポーツ指導者の育成が期待さ

れる。 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

   （略） 
同学園は、昭和 48 年の開設以来、本市で 30 年以上にわたって東

洋医学における優れた医療人を輩出しており、新設を予定している大

学の経営にあたってもこれまで蓄積してきたノウハウを活かすこと

で、医学・医療に関する幅広い知識を有し、かつ人間性への深い洞察

力を備えた、高度で質の高い医療人材の育成が期待される。こうした

高度な専門医療人材は、医療現場に限らず、スポーツや介護、美容業

界などに進出しており、広範囲な健康・予防医療産業の発展への貢献

が期待される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



こうした高度なスポーツ指導者は、スポーツ現場に限らず、健康・

予防医療や介護などに進出しており、スポーツを通じた健康・予防医

療産業の発展への貢献が期待される。 
 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

   （略） 

（３）「健康・医療ビジネスの振興」 
 近年、がん、心臓病、糖尿病など生活習慣病が増加するなど、疾

病の早期発見・治療とともに、医療費の軽減にも貢献する健康・予

防医療の役割が重要となっており、高度な専門医療人に対する社会

的ニーズが高まっている中で、大阪市では道修町に立地する製薬企

業や健康産業関連企業の集積に市立大学医学部の健康・予防医療に

関する研究機能と市立環境科学研究所の検査・研究ノウハウをつな

ぐことにより、少子高齢時代のニーズに対応した健康・予防医療の

研究・開発を促進している。こうした取り組みを進めている大阪市

にとって、高度専門医療人材を育成する、本市で唯一の医療系専門

大学の設立は「健康・予防医療」産学官ネットワークを強化する上

で真に意義深いものがある。 
学校法人森ノ宮医療学園は、昭和 48 年の開設以来、本市で 30 年

以上にわたって東洋医学における優れた医療人を輩出しており、新

設を予定している大学の経営にあたってもこれまで蓄積してきたノ

ウハウを活かすことで、医学・医療に関する幅広い知識を有し、か

つ人間性への深い洞察力を備えた、高度で質の高い医療人材の育成

が期待される。こうした高度な専門医療人材は、医療現場に限らず、

スポーツや介護、美容業界などに進出しており、広範囲な健康・予

防医療産業の発展への貢献が期待される。 
また、高齢化や自由時間の増大が進む中で、一人ひとりが生涯を

通じて健康に暮らし、人生を豊かなものとするために、スポーツの

重要性が高まっている。 
 大阪市では、スポーツを市民共有の文化としてとらえるとともに、

国際的なオリンピック・ムーブメントに参加し、スポーツの楽しさ

があふれるスポーツパラダイス大阪の実現をめざしてきたところで

あり、市民だれもが継続的にスポーツ活動を行えるように、総合型

地域スポーツクラブの拡大や、身近なスポーツ施設を生かした市民

スポーツの振興などに取り組むとともに、プロスポーツやフィット

ネスクラブをはじめとする民間による健康・スポーツビジネスの健

 
 
 
 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

   （略） 

（３）「健康・医療ビジネスの振興」 
 近年、がん、心臓病、糖尿病など生活習慣病が増加するなど、疾

病の早期発見・治療とともに、医療費の軽減にも貢献する健康・予

防医療の役割が重要となっており、高度な専門医療人に対する社会

的ニーズが高まっている中で、大阪市では道修町に立地する製薬企

業や健康産業関連企業の集積に市立大学医学部の健康・予防医療に

関する研究機能と市立環境科学研究所の検査・研究ノウハウをつな

ぐことにより、少子高齢時代のニーズに対応した健康・予防医療の

研究・開発を促進している。こうした取り組みを進めている大阪市

にとって、高度専門医療人材を育成する、本市で唯一の医療系専門

大学の設立は「健康・予防医療」産学官ネットワークを強化する上

で真に意義深いものがある。 
学校法人森ノ宮医療学園は、昭和 48 年の開設以来、本市で 30 年

以上にわたって東洋医学における優れた医療人を輩出しており、新

設を予定している大学の経営にあたってもこれまで蓄積してきたノ

ウハウを活かすことで、医学・医療に関する幅広い知識を有し、か

つ人間性への深い洞察力を備えた、高度で質の高い医療人材の育成

が期待される。こうした高度な専門医療人材は、医療現場に限らず、

スポーツや介護、美容業界などに進出しており、広範囲な健康・予

防医療産業の発展への貢献が期待される。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



全な発展を支えるため、プロやオリンピックレベルの高度なスポー

ツ指導者の育成を推進し、市民のスポーツを「する・見る・支える」

活動を促進している。 
 また、2007年(平成 19年)８月に大阪市で開催予定の第 11回 IAAF
世界陸上競技選手権大阪大会をはじめとする国際競技大会やプロス

ポーツなど高度で魅力的なスポーツにふれられる機会を増やすとと

もに、地域コミュニティの活性化やスポーツを通じた青少年の健全

育成を図り、スポーツ指導者の育成、資質向上等に取り組んでいる。

 学校法人タイケン学園が運営する「日本ウェルネススポーツ専門

学校」は専門学校初のオリンピック選手を輩出するなど、各種スポ

ーツ競技において他の追随を許さない特筆すべき成果を上げてお

り、同学園の進出により、本市が求める高度なスポーツ指導者の育

成が期待される。 
 こうした高度なスポーツ指導者は、スポーツ競技に限らず、健康・

予防医療や介護などに進出しており、スポーツを通じた健康・予防

医療産業の発展への貢献が期待される。 
 

７  構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的

社会的効果 

   （略） 

（健康・予防医療ビジネスの発展による地域産業の活性化と雇用創出）

大阪市では、健康・予防医療分野において、大阪産業創造館の産学

連携機能を活用した産業振興プロジェクトの推進によって、市場の拡

大と企業集積の拡大に取り組んでいる。 
今回、規制の特例によって学校法人森ノ宮医療学園が医療系大学を

大阪市内に設置すると、輩出される高度な専門医療人材が医療現場は

もちろん、スポーツや介護、美容業界など様々な分野に進出し、多様

なビジネス人材との交流の中で、幅広い関連ビジネスの発展や新ビジ

ネスの創出が期待され、大阪市による施策とあいまって地域産業の活

性化、雇用創出が見込まれる。 
今回、規制の特例によって学校法人タイケン学園が体育系専門学校

を大阪市内に設置すると、輩出される高度なスポーツ指導者がスポー

ツ競技はもちろん、健康・予防医療や介護など様々な分野に進出し、

多様なビジネス人材との交流の中で、幅広い関連ビジネスの発展や新

ビジネスの創出が期待され、大阪市による施策とあいまって地域産業

の活性化、雇用創出が見込まれる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的

社会的効果 
   （略） 

（健康・予防医療ビジネスの発展による地域産業の活性化と雇用創出） 
大阪市では、健康・予防医療分野において、大阪産業創造館の産学

連携機能を活用した産業振興プロジェクトの推進によって、市場の拡

大と企業集積の拡大に取り組んでいる。 
今回、規制の特例によって学校法人森ノ宮医療学園が医療系大学を

大阪市内に設置すると、輩出される高度な専門医療人材が医療現場は

もちろん、スポーツや介護、美容業界など様々な分野に進出し、多様

なビジネス人材との交流の中で、幅広い関連ビジネスの発展や新ビジ

ネスの創出が期待され、大阪市による施策とあいまって地域産業の活

性化、雇用創出が見込まれる。 
 
 
 
 
 
 



８ 特定事業の名称 
・学校設置会社による学校設置事業（816） 

・校地･校舎の自己所有を要しない大学等設置事業（801-1、821） 

・運動場に係る要件の弾力化による大学設置事業（828） 

・校地・校舎の自己所有を要しない専修学校等設置事業（833） 

・修了者に対する初級システムアドミニストレータ試験の午前試験 

を免除する講座開設事業（1131（1143）） 

・修了者に対する基本情報技術者試験の午前試験を免除する講座 

開設事業（1132（1144）） 

 

９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとす

る特定事業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に

関し地方公共団体が必要と認める事項 
（健康・医療ビジネスの振興） 
（１）健康・医療関連産業の振興 

大阪市では、道修町に立地する製薬企業や健康産業関連企業の集

積に市立大学医学部の健康・予防医療に関する研究機能と市立環境

科学研究所の検査・研究ノウハウをつなぐことにより、少子高齢時

代のニーズに対応した健康・予防医療の研究・開発を促進している。

さらに、大阪産業創造館の産学連携機能を活用した産業振興プロ

ジェクトの推進によって、市場の拡大と企業集積の拡大に取り組ん

でいる。 
  また、スポーツを市民共有の文化としてとらえるとともに、国際

的なオリンピック・ムーブメントに参加し、スポーツの楽しさがあ

ふれるスポーツパラダイス大阪の実現をめざしてきたところであ

り、市民だれもが継続的にスポーツ活動を行えるように、総合型地

域スポーツクラブの拡大や、身近なスポーツ施設を生かした市民ス

ポーツの振興などに取り組むとともに、プロスポーツやフィットネ

スクラブをはじめとする民間による健康・スポーツビジネスの健全

な発展を支えるため、プロやオリンピックレベルの高度なスポーツ

指導者の育成を推進し、市民のスポーツを「する・見る・支える」

活動を促進している。 
    
（２）特定事業の意義 

これら取り組みとあわせて、学校法人森ノ宮医療学園が医療系大

学を設置すると、輩出される高度な専門医療人材が医療現場はもち

８ 特定事業の名称 
・学校設置会社による学校設置事業（816） 

・校地･校舎の自己所有を要しない大学等設置事業（801-1、821） 

・運動場に係る要件の弾力化による大学設置事業（828） 

 

・修了者に対する初級システムアドミニストレータ試験の午前試験 

を免除する講座開設事業（1131（1143）） 

・修了者に対する基本情報技術者試験の午前試験を免除する講座 

開設事業（1132（1144）） 

 
９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとす

る特定事業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に

関し地方公共団体が必要と認める事項 
（健康・医療ビジネスの振興） 
（１）健康・医療関連産業の振興 

大阪市では、道修町に立地する製薬企業や健康産業関連企業の集

積に市立大学医学部の健康・予防医療に関する研究機能と市立環境

科学研究所の検査・研究ノウハウをつなぐことにより、少子高齢時

代のニーズに対応した健康・予防医療の研究・開発を促進している。 
さらに、大阪産業創造館の産学連携機能を活用した産業振興プロ

ジェクトの推進によって、市場の拡大と企業集積の拡大に取り組ん

でいる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
（２）特定事業の意義 

これら取り組みとあわせて、学校法人森ノ宮医療学園が医療系大

学を設置すると、輩出される高度な専門医療人材が医療現場はもち



ろん、スポーツや介護、美容業界など様々な分野に進出し、多様な

ビジネス人材との交流の中で、幅広い関連ビジネスの発展や新ビジ

ネスの創出が期待され、地域産業の活性化、雇用創出が見込まれる。

また、学校法人タイケン学園が体育系専門学校を大阪市内に設置

すると、輩出される高度なスポーツ指導者がスポーツ競技はもちろ

ん、健康・予防医療や介護など様々な分野に進出し、多様なビジネ

ス人材との交流の中で、幅広い関連ビジネスの発展や新ビジネスの

創出が期待され、地域産業の活性化、雇用創出が見込まれる。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ろん、スポーツや介護、美容業界など様々な分野に進出し、多様な

ビジネス人材との交流の中で、幅広い関連ビジネスの発展や新ビジ

ネスの創出が期待され、地域産業の活性化、雇用創出が見込まれる。 
 
 

 



「ビジネス人材育成特区」変更申請新旧対照表 

新 旧 

構造改革特別区域計画（別紙） 
１ 特定事業の名称 

校地・校舎の自己所有を要しない専修学校等設置事業（833） 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 
学校法人 タイケン学園 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 
  構造改革特別区域計画の認定の日 
４ 特定事業の内容 

アジア太平洋トレードセンタービル内で、学校法人タイケン学園が

専門学校の設置主体となることを認める。 
５ 当該規制の特例措置の内容 
  高齢化や自由時間の増大が進む中で、一人ひとりが生涯を通じて健

康に暮らし、人生を豊かなものとするために、スポーツの重要性が高

まっている。 
  大阪市では、スポーツを市民共有の文化としてとらえるとともに、

国際的なオリンピック・ムーブメントに参加し、スポーツの楽しさが

あふれるスポーツパラダイス大阪の実現をめざしてきたところであ

り、市民だれもが継続的にスポーツ活動を行えるように、総合型地域

スポーツクラブの拡大や、身近なスポーツ施設を生かした市民スポー

ツの振興などに取り組むとともに、プロスポーツやフィットネスクラ

ブをはじめとする民間による健康・スポーツビジネスの健全な発展を

支えるため、プロやオリンピックレベルの高度なスポーツ指導者の育

成を推進し、市民のスポーツを「する・見る・支える」活動を促進し

ている。 
  また、2007 年(平成 19 年)８月に大阪市で開催予定の第 11 回 IAAF

世界陸上競技選手権大阪大会をはじめとする国際競技大会やプロス

ポーツなど高度で魅力的なスポーツにふれられる機会を増やすとと

もに、地域コミュニティの活性化やスポーツを通じた青少年の健全育

成を図り、スポーツ指導者の育成、資質向上等に取り組んでいる。 

  学校法人タイケン学園が運営する「日本ウェルネススポーツ専門学

校」は専門学校初のオリンピック選手を輩出するなど、各種スポーツ

競技において他の追随を許さない特筆すべき成果を上げており、同学

園が設置されることにより、本市が求める高度なスポーツ指導者の育

成が可能となる。 

 



しかし、当該学園が専門学校の設置を希望している近隣の土地、建

物の価格は高価なものとなっており、校地・校舎を自己所有するため

には、莫大な出費を要する。 

他方、「日本ウェルネススポーツ専門学校」が座学を基本とするカ

リキュラムを実施するにあたっては、校地･校舎の通例の使用が可能

であれば充分であり、自己所有していないことをもって何ら支障はな

いと考えられる。 

さらに、校地・校舎取得のために莫大な出費を求めるよりも、その

資金を教育設備の充実や教育ノウハウの習得等に活用する方が、専門

学校としての教育機能の向上はもとより、人材育成機能の充実等を通

じて地域への貢献度が高まるものである。 

また、専門学校の開校に当たっては、入居先との長期にわたる賃貸

借契約等が予定されており、学校経営の安定性・継続性の担保につい

ても問題がないと考える。 

なお、当該学園はすでに福岡県北九州市において構造改革特区の活

用により校地･校舎の自己所有によらず借用により専門学校を設置

(平成１８年４月開校)した実績もある。 

本特例によって、校地･校舎の自己所有を要しない専門学校の設置

が実現することは、大阪市が目指す高度なスポーツ指導者の育成に大

きく貢献すると考えており、こうした高度なスポーツ指導者がスポー

ツ現場にとどまらず、健康・予防医療や介護の分野などに進出してい

ることから、スポーツを通じた健康・予防医療産業に対する発展への

貢献が期待される。 

 


